
①１８歳までのこどもを対象とした全国一律の「こども医療費助成制度」の創設 ①国土強靱化及び防災・減災の更なる推進

②「学校給食費無償化」に向けた積極的な関与及び支援 ②高規格道路ネットワークの早期整備・機能強化の推進

③高等学校施設の整備に係る国庫補助及び地方財政措置の拡充 ③「流域治水」のもとで進める事前防災対策の推進

④義務教育だけでなく高等学校段階における国による情報教育への積極的な関与 ④地域経済の成長を支える港湾施設整備の推進

⑤高台移転の推進

①CIQの体制充実・強化及び地方分権 ①徳島における蓄電池関連産業集積への支援

②グランドハンドリングの体制強化 ②蓄電池産業における人材育成・確保の取組強化

③地方空港への国際線受け入れ支援の継続

④クルーズ船やスーパーヨットの受入環境整備の推進

○ 医療・介護・障がい福祉分野における人材確保や物価高騰への対応（安心度ＵＰ） ○ 地方公共団体情報システム標準化など、自治体ＤＸへの継続的な支援（透明度ＵＰ）

○ 四国新幹線の早期実現を図るとともに、ＪＲ四国の在来線などでの維持・存続に向けた支援（魅力度ＵＰ） ○ 交通及び運輸の人材確保に向けた大胆な規制緩和（透明度ＵＰ）

○ 販路開拓及び流通・消費者対策の推進（魅力度ＵＰ） ○ 地方交付税をはじめ地方財源の確保・充実（透明度ＵＰ）

○ 賃上げ・生産性向上への支援及び公正取引監視の強化（魅力度ＵＰ）

徳島県の政策提言（令和５年１１月）

◆こどもを取り巻く環境の充実 ◆県土強靱化及び高台移転と事前復興の推進
安心度ＵＰ 安心度ＵＰ

◆国際線や国内LCC路線はじめ、クルーズ船やスーパーヨットの誘致支援 ◆「徳島バッテリーバレイ構想」に向けた取組の推進
魅力度ＵＰ 魅力度ＵＰ

　国内蓄電池製造業における徳島県のシェア

◆安心度・魅力度・透明度ＵＰに向けて

流 域 治 水高規格道路ネットワーク整備 港湾施設整備
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授業風景

出典：蓄電池産業戦略（経済産業省）

出典：関西蓄電池人材育成等コンソーシアム資料
（令和５年３月16日）出典：2022年経済構造実態調査　製造業事業所調査

　　　「地域別」統計表データより算出
　　　（データ非公表の都道府県分は除く）

 ・製造出荷額等：１３．５％
・従業員数　　：１４．８％

出典：高等学校における学習者用コンピュータの整備状況について
　　　（令和５年度当初）（文部科学省）

都道府県による費用負担が原則
・２４府県（本県を含む）

公立高校における端末の整備状況＜令和５年４月＞

南海トラフ巨大地震の発生確率
（令和５年１月）

２０年以内に「６０％程度」に引き上げ

出典：令和5年1月13日
　　　地震調査研究推進本部地震調査委員会


